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和平合意後のコロンビアにおける 
土地問題 1
幡谷　則子
（上智大学）
はじめに
 グローバリゼーションの進展によって、新しい形態の社会的排除が生まれた。この過程で、弱
者集団がこれまで育んできた独自の慣習や文化、生産の手立て (生業 )を展開してきたローカルな空間
が脅かされてきた ( 伊豫谷　2002）。このような議論は特別新しいものではないが、今日のコロンビア
の状況をみると、まさにこうした現実があることがわかる。
 コロンビアは半世紀を超える武力紛争を抱えてきた国であり、その過程で左翼ゲリラだけでな
く、右派の準軍事組織であるパラミリタリーや、麻薬組織が武装化した自警団など、様々な武力集団が
関わってきた。紛争地のコミュニティは、恐怖と欠乏 ( 基本的サービスを提供するはずの国家の不在 )
に苦しんできた。
 それでも 2006 年以降、政府は「紛争後時代の開発」を政策の中心課題として強調し始めた。
現サントス政権は、2016 年についに FARC( コロンビア革命軍 ) との和平合意にこぎつけ、「紛争後」
時代の到来を決定づけたのである。
 土地問題は和平構築の対話 (2012 年～ 2016 年 ) の間でも最も重要なテーマの一つであり、「総
合的農村開発」は、和平合意文書における 6つの柱の一つに組み込まれた。それでもなお、現在 (討議
中の )土地政策は依然として多くの課題と制約を抱えている。農民は武装組織による強制移住の圧力か
らは逃れたとはいえ、今度は、多国籍資本が後押しする大規模アグロインダストリー開発のための土地
収用または鉱山開発のためのコンセッション取得によって、土地を奪われる脅威に対して相変わらず脆
弱である。さらに状況を悪くしているのは、現サントス政権が任期の最終年にあたり、すでに 2018 年
5 月の大統領選挙を前に、国政は選挙キャンペーンに入っていることである。サントス大統領の支持率
が下がる一方で、ウリベ前大統領 2 が率いる反対勢力の政治的影響力は侮れない。コロンビアにおける
和平プロセスの進展と紛争後社会の構築政策の継続性が危ぶまれている。
 本報告では、コロンビアにおける土地問題と長期にわたる国内武力紛争との因果関係を論じた
のち、今日、紛争後社会を射程に入れたコロンビアの文脈において、土地問題は政府がグローバル市場
における競争力を高めるために促進する「採掘主義的経済政策」の下で、最も挑戦的な政策課題である
ことを指摘したい。
1.	 排他的二大政党体制に特徴づけられた政治動向
 コロンビアの政治的暴力は独立当初に遡る。自由党と保守党とに二分したオリガルキー勢力が
コロンビアの政治の舞台を伝統的に支配し、これが 1960 年代に設立された両勢力による政治的連合体
1  本小論は国際シンポジウム「日本―アフリカ関係を通したグローバル資本主義の批判的検討：土地、空間、近代性」（2018
年 1月 29日に東京外国語大学にて開催）での報告用に準備したものである。（Hataya, Coronado, Osorio and Valgas 
2014） および（幡谷 2016）に一部依拠している。 
2  サントス政権の和平構築政策に対する反対勢力を牽引し、FARCとの和平合意に関する国民投票に「No」キャンペーンを展
開した中心人物。
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制となった 3。多くの研究者が、この政治体制を、伝統的二大政党によって操作されてきた排他的二大政
党体制と解釈してきた (Kline, 1999; Livingstone, 2003）。左翼勢力である共産党や自由党のラディカル
な改革主義派閥は、より平等な社会と多元的政治体制を求めてきたが、政治の舞台からは排除され、こ
れが左翼武力組織の出現につながった。
 FARCはコロンビアで結成された左翼ゲリラ組織の中では最も長い歴史をもつ。その創立者た
ちは共産主義に思想的影響を受け、マルクス・レーニン主義を推進していった。1980 年代末に FARC
兵は 4千人に拡大し、最盛期には 3万の武装兵を擁していたと言われている。
 1990年代にパラミリタリー勢力が拡大したことも左翼ゲリラ組織(FARCやELN：国民解放軍)
の武力による抵抗の強化に影響した。紛争地では、コミュニティや社会運動組織のリーダーなどの一般
市民が、左翼ゲリラとの接触を疑われて、抑圧や殺戮のターゲットとなった。正規軍、左翼ゲリラ、パ
ラミリタリー組織が混在する紛争地域では、多くの農民が、中立的立場を維持することが困難になり、
強制移住に追い込まれた。約 6百万人がこのような状況に陥ったと推計されている。
 1990 年代はまた、政府の麻薬撲滅政策が奏功し、麻薬密売カルテルが勢力を弱めていった反面、
FARCが麻薬密売に関与し始めるようになった。こうしてFARC は農村部での拠点を拡大していった。
しかし FARCの戦略の変化は、FARC のレーゾンデートルであった思想的支柱の喪失と、「ナルコ・ゲ
リラ」への変質を意味した。
2.	 1980 年代以降の和平構築政策の経緯
 政府はベタンクール政権下において和平政策に本格的に着手した。しかし、20 世紀を通じて、
和平交渉の取組みはことごとく頓挫した。ウリベ政権は、FARC に対しタカ派路線を掲げ、徹底的な
軍事抗戦で臨み、FARCの軍事力を弱体化させた。
 サントス大統領は就任後、コロンビアのゲリラに対するタカ派路線から再び対話路線に舵を
切った。ゲリラに対する軍事的徹底抗戦を掲げていた前ウリベ大統領 (現上院議員 )は、与党とたもと
を分かち、2013 年に独自の民主中央党 (Democratic Center Party) を結党した。以後、国政ではウリ
ベ派と与党サントス派との分裂が続いている。
 2012 年 10 月にオスロにて、ノルウェー政府の仲介のもと、FARC 幹部と政府代表との間で事
前和平交渉がもたれ、キューバのハバナで和平交渉が継続される方針が決まった。
 サントス政権は４年の年月をかけ、2016 年 11 月末、停戦後の和平構築アジェンダとしての和
平合意文書を作成した。合意文書の内容は、終戦後の FARC 兵の社会復帰、紛争被害者への補償、そ
して国民和解という紛争後社会の構築をめざすだけでなく、武力紛争の原因となっていた社会格差、特
に土地問題をはじめとする農村の発展や、政治体制の多元化など、コロンビアの構造的諸問題に対する
政策アジェンダを掲げたものであり、評価に値するものであった。しかし、サントス政権への支持率の
低迷や、和平プロセスそのものへの国民の不信感、あるいは無関心が都市部を中心に広まっていたこと
も顕著であった。
 和平合意文書は、国民投票で否決された後、紆余曲折したものの、多くの修正を施し、2016
年 11 月末にようやく国会で承認された。一連の障害を越えて、和平プロセスは 2016 年末に FARC の
武装解除の開始までこぎつけた。
3  1958年に発足した「国民戦線」（Frente Nacional）と称される政治体制。保守党と自由党の間で、4期 16年間大統領を交
代で相互に選出し、議員も両党の間で折半体制にするという協約。
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表１：歴代政権の和平プロセス
年 政権名 主な政策と成果
1982～ 1986 ベタンクール 
（保守党）
FARCとの和平交渉に着手、1987年に決裂。
1986～ 1990 バルコ 
（自由党）
麻薬密売組織のテロに対する「麻薬戦争」宣言。
1990～ 1994 ガビリア 
（自由党）
制憲議会召集、M-19ほか主要ゲリラ組織の武装解除、パラミリ
タリーの拡大、トラスカラ（メキシコ）会議頓挫。
1994～ 1998 サンペール 
（自由党）
大統領選挙の収賄問題が発覚、和平政策は進展なし。
1998～ 2002 パストラーナ 
（保守党）
サン・ビセンテ・デ・カグアンでの対話交渉の失敗。
2002～ 2010 ウリベ（2期） 
（コロンビア第一党）
軍備増強、徹底抗戦路線を展開。パラミリタリーの集団的武装解除、
2005年「公平・和平法」、CNRR（全国紛争被害者補償・和解委員会）
設立。
2010～ 2018 サントス 
（国民統一党）
2011年「紛争被害者および土地返還法」、対話路線再開。キュー
バの首都ハバナでの和平交渉による FARCとの合意文書作成。
（2016年 8月）。国民投票否決。新合意文書が国会で承認（同年
11月）。
出典：筆者作成
3.	 コロンビアにおける土地法と土地問題
3–1.	 1990 年代までの土地集中と武力紛争の状況
 コロンビアでは歴史的に大土地集中型の土地所有構造を維持してきた。この傾向は、国内紛争
の結果さらに著しくなった。国内紛争によって生まれた多くの強制移住者には、これまで土地帰還の機
会がほとんどなかった。強制移住を余儀なくされた農民たちは、移住先 (主として都市部 )で極めて不
利な就業条件のもとで働かざるを得ず、さらなる搾取を受けた。紛争が農村に与えるインパクトは、限
られた社会階層を利する開発モデルという文脈から理解する必要がある。このような開発モデルは、経
済効率性を追求し、国際市場へのアクセスを通じて、さらなる富の集中化を生み、農民は一層困窮する
(Osorio and Herrera 2012）。
 農村部門には、これまで合法・違法的なものを合わせて、次の 4 つのタイプの投資が行われて
きた：アグロインダストリーの企業 (特にアブラヤシと木材）、非合法作物栽培 (コカ葉）、粗放的牧畜
業、および鉱物・エネルギー資源開発会社によるものの 4類型である。資源を支配するものと、極めて
低価格で労働を提供するものとの関係性において成り立つこのこうした開発のありかたは、大規模企業
(資本 )を利するのである (Fajardo 2006）。
 土地へのアクセスにおける不平等は武力紛争が掲げる具体的な目的の一つであったが、同時に
紛争があらたな社会的排除と不平等を生んできた (Comisión de Estudios sobre la Violencia 1987）。土
地を支配する経済的権力は、政治的社会的便益を生むが、それはその見返りに再び経済的利潤を提供し、
さらに経済的権力を強化する。こうして二極化した農業構造においては、政府が農民に土地へのアクセ
スを推進することは阻まれてきた。農村部での土地所有権の集中は、ジニ係数で測ると 0.86 にも及ん
でいる (Ibáñez and Muñoz 2012: 301）。 
3–2.	 グローバル市場における鉱物資源ブームと地下資源開発の採掘権をめぐる問題
 コンセッションの譲渡は当該地の収用につながり、すでにその地で耕作をしてきた農民の土地
に対する権利の承認を阻むことになる。1990 年から 2010 年の間に約 1000 万㌶の土地に対して鉱物資
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源採掘のためのコンセッションが与えられ、さらに 2600 万㌶の土地に対するコンセッション要請が受
理された (CGR 2011）。 
   この状況はグローバル市場における「鉱物資源ブーム」(2000 年代）、に関連付けて分析する
必要がある。南米随一の石炭生産国であるほか、金の生産でも域内の第 5位の生産を誇る。さらに、南
米で稀少なプラチナと関連鉱物資源の生産国であり、同時にニッケルとニッケル鉄の世界最大の産出国
である (British Geological Survey 2016）。コロンビアが鉱物生産分野ではグローバル市場の需要に対し
て極めて魅力的な国であることが明らかである。
3–3.	 紛争後のシナリオ：コロンビアへの外国投資の拡大
 コロンビアの豊かな鉱山埋蔵量に魅力を感ずる外国投資家にとって、長年治安問題がその障壁
になってきた。ウリベ大統領就任後、「暴力」指標 ( 人口 10 万人あたり年間殺害件数や、年間の誘拐
件数など ) で測る治安状況は大幅に改善された。ウリベが導入した元 AUC 兵やゲリラ兵の武装解除と
社会復帰プログラムなどもコロンビアが治安問題を解消しつつあるという対外的イメージ改善に役立っ
た。サントス政権期の FARC との和平合意締結は、さらにグローバルな採掘主義資本のコロンビアへ
の投資意欲を決定づけたことになる。
 2001年に改正に関する様々な論争を経て、新鉱山法(法律第685)が制定された。鉱山法改革は、
民間資本、特に多国籍資本の招致を促すためのものであった。新鉱山法では、鉱物資源埋蔵が見込まれ
る土地へのアクセスに関する国家の統制を緩和し、民間資本にコンセッションを譲渡する手続きの簡素
化を明示している。 
   これらの規制緩和措置により、過去 20 年で多国籍鉱山開発企業の存在は拡大した。鉱物資源
の埋蔵が推計される土地の大半に、現在コンセッションが与えられている。
 政府は同時に、既存の小規模開発業の生産性の向上への支援がある。国内で操業する大半が小
規模開発業者の手によるものであるが、これらの技術は前近代的な手工業的なものが多く、生産性も低
い。だが政府は小規模開発業者の法的な脆弱性の抜本的な改善を行っていない。現在操業中の小規模鉱
山が、多国籍企業が大規模開発をめざして獲得したコンセッションが譲渡された土地に含まれる場合、
使用中の土地の権利を持たない小規模開発業者とそれを生業にするコミュニティは、大規模開発の稼働
によって、移住せざるを得ない。 
 輸出向け農業開発のための土地集中の過熱化と多国籍企業による鉱山開発への関心が高まる
に従い、食糧生産に従事する自給的な家族農は周縁化され、食糧供給における輸入依存度は高まった。
2010 年の統計では米、大麦、小麦の輸入依存度はそれぞれ 64.4%、67.3%、21.1％であった。一方、ア
ブラヤシ、カカオと果物は輸出向け熱帯農作物の増進政策に支えられて生産を伸ばした (López 2012)。
国内市場向け食糧生産から輸出指向のアグロインダストリーへの政策優先順位のシフトは、農村部の所
得創出にはマイナスに働き、家族農の生産活動意欲にも影響した。その結果、土地の売却、土地利用の
変化と中小規模農業に従事してきた農民の都市部への移住が助長され、彼らが担ってきた国内市場向け
食糧生産はさらにそのシェアを落とすことになった。
3–4.	 政府が取り組んだ政策とその成果
農地改革の失敗
 コロンビアでは、土地所有の集中と、不平等な農業構造を改善するための土地所有に関する政
策や制度的枠組みは極めて貧弱であった。土地の再分配は進展せず、むしろ国土の南部と東部に向けて
農業フロンティアが拡大していった (Ramírez 1981: 203）。 
 1980 年代を通じて、政府は農民経済が支配的な地域の近代化を促進したが、これは農業フロ
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ンティアに新しい開発地域を統合したにすぎなかった。経済自由化政策のもとで 1990 年代はさらに生
産性の向上が強化された。農地改革に関する現行法 (1994 年の法律第 160 号 ) の枠組みにおいて、土地
権利の問題も市場メカニズムの適用がめざされたが、これがさらなる土地をめぐるコンフリクトを激化
させた。
農村部における土地権利の正規化の欠如
 コロンビアでは、土地所有権の公私の別を含む土地登録および土地区画の確定に関する基礎的
手続き制度の整備が全体的に遅れている。農村部では土地権利の正規化手続きが欠如していると言って
よい。土地「所有者」の実に 47.7％が土地権利書をもっておらず、土地所有規模が小さくなるほどこの
傾向は深刻である (Gáfaro et al. 2012）。これには地籍登録庁の記録更新の遅れ、地籍手続き料の負担、
土地所有過程の不正確さ、湿原、河岸、コミュニティの共同使用地などにおける土地区分の不明瞭さ、
なども影響を与えてきた。 
3–5.	 和平合意後の新しい展望：サントス政権が導入した新しい土地政策とその課題
 2012 年にサントス政権と FARC とが対話による和平交渉に入る決意を固めたことにより、土
地の集中化と剥奪の問題が公的議論に附されることとなった。しかし「総合的農村開発」が和平合意の
柱の一つであるにもかかわらず、今日に至るまで、政府の土地問題と関連する諸政策について、これま
での方針を変える姿勢や政治的意思は認められない。
	
紛争被害者への土地返還法（1448/2011）
 本法律は、国内武力紛争による被害者の権利の認識と補償を促進するための重要な一歩であっ
た (Bautista 2012; Uprimny and Sánchez 2010）。主たる目的は土地の再分配ではなく、近年の武力紛
争によって被害を受けた被害者の権利を修復し、回復することにある。同法には国際人権擁護の理念が
反映されているという一定の評価はあるが、以下の批判点もある。
1） 被害者の範疇に関する制限。紛争被害者登録制度を、1991 年以降強制移住や土地剥奪を受け
たものに限っていること。
2） 返還される所有物の範囲に対する制約。法が定める返還対象は土地のみであり、その他の所
有物、家屋、作物、家畜そのほか失われた被害者の私有財産は認められない。
3） 返還可能性を制限する手段を含むこと。当該地の現在の使用者は土地占拠や剥奪には関与し
ていないことが立証されたときには、当該地を使用し続けることができる。
 以上のような制約があるにせよ、同法は、累積 800 万人と推計される被害者に対する補償と権
利の返還を規定する法律である。2017 年 11 月末までに、LRU( 土地返還庁 ) は 10 万 9,902 人の被害者
からの土地返還要請を受けた 4。同法の成果は、政府がどこまで土地返還と土地市場の形成に関心をもつ
国政エリートと、これを脅威と考える地方のエリートとの折り合いをつけることができるかにかかって
いる。国政エリートは、土地所有システムの正規化を通して動態的な土地市場が構築されることを、外
資投入の活性化の条件として歓迎する。しかし、地方エリートにとっては、土地返還政策は土地再分配
政策と見なされ、伝統的な土地集中に基盤を置いて獲得されてきた彼らの権力への脅威と映る。
 土地返還法は 10 年間の時限立法であることも考慮する必要がある。土地返還手続きは、期待
4　https://www.restituciondetierras.gov.co/es/restitucion, last accessed on January 10, 2018。 
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されたほどは進んでいない。何段階も煩雑な書類確認が義務付けられており、要請件数のうち約 30%
が最終段階まで進まないという。紛争が極めて厳しかった地域では、土地返還要請を起こした農民組織
のリーダーが殺戮の恐喝を含む様々な抑圧を受けた事例も多い。
	
ZIDRES法　（2016 年法律第 1776 号）
 ZIDRES( 農村の経済的社会的発展に資する地域 ) を規定する法律は、国会で法案が通過して
まもなく左派政党 (「民主主義のもう一つの核」や「緑の同盟」) から、同法がローカルな農民経済と
農民の生業を考慮していないという点において、批判の的となっている。
 同法によれば、ZIDRES は都市部からは遠隔にあり、耕作・生産を開始するためには多額の投
資によって造成を必要とするような地域に設定される。ゆえに、ZIDRES 開発プロジェクトを提案する
ものは、コンセッションを得て土地を利用するかまたは国家が管理する未開墾地「バルディオ」(baldío）5
を貸借することができる。
 ZIDRES に関する法的規定では、政府は同地域で展開される食糧生産プロジェクトには森林保
全を尊重し、農村部で高賃金雇用を創出することを条件に、700 万㌶まで土地を提供することができる
と宣言されている。  
 ZIDRES法を違憲として訴えた人々は、生産プロジェクトの提案者(企業法人)が「バルディオ」
にアクセスできること自体、土地無し農民の土地へのアクセスに対する逆行であると指摘する。また、「バ
ルディオ」ではそもそも開発プロジェクトによる開墾は禁じられていたはずであるから、公的資源に対
する違法行為であると指摘する。また、ZIDRES で推進される開発プロジェクトにおいては、農民は単
なる賃金労働者となり、土地使用と管理、および農民経済と家族農という生産様式において自治権を失
うことになる。よってテリトリーに立脚した社会的エージェントの確立が危機に瀕することになる。憲
法では、農民経済の文化的、伝統的アイデンティティは保護されているが、ZIDRES 規定法では、農民
のアイデンティティに関する言及が一切ない。さらに、エスニックグループや土地返還過程にある紛争
被害者に対しては、第三者が提案する開発プロジェクトに先立ち事前審議をすべきであるという規定が
あるにも関わらず、この点が看過されている 6。
	
新土地法案	（現行の農地改革法 1994 年第 160 号の改正法案）
 政府が同法案を正当化するのは、FARC との和平合意における第一の柱である、「総合的農村
開発」を推進するために法的枠組みを用意する、というものである。法案はすでに上院の当該委員会で
検討され、現在は CSIVI( 和平合意最終文書のフォローアップ、推進、確認、実行委員会 ) が検討中で
ある。しかし、同法案に対する世論やアカデミズムからの批判の声も大きい。Peña & Parada (2017）は、
本法案の抱える問題点、特に和平合意内容に照らした矛盾点として以下を指摘している。
1)  新土地法が制定する土地権利受益者登録システム (Registro de Sujetos de Ordenamiento: 
RESO) は、土地政策の便益を得る対象者を割り出し、優先順位をつけるものである。
2)  RESOはこれまで農村開発、農民の土地アクセスを推進してきた単位であった、家族農 (UAF: 
5  本来未開墾地で国家の管理下にある土地を指す概念。理論上は「バルディオ」は何人の私有財産にもならず、耕作可能地ま
たは農業フロンティア外に位置する。しかしながら、生存のために、土地無し農民は開墾民として「バルディオ」に侵入し、
開墾、耕作を行ってきた事例が多い。その大半が、課税を恐れて土地所有権の正規化を要求してこなかった。しかしひとた
び土地収用や強制移住の圧力がかかると、その土地に対する占有権は極めて脆弱である。  
6  ZIDRES法の詳細については、（Machado 2017）を参照のこと。
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Unit of Agrarian Family)7 の概念を変え、土地再分配の基盤であった「家族」概念を抹殺する。
新土地法では、「受益者」概念が適用されるからである。 
3)  新法では、本来土地法の恩恵を受ける対象となるべき人々以外の個人が、有償によって「バ
ルディオ」を獲得することを認めている。
4)  生産プロジェクトに対しては、土地所有権の譲渡なしに、土地 ( 地表 ) 利用権の譲渡を認め
ている点。
 以上から、多くの市民社会組織や議員が、新土地法は、「バルディオ」の集積によって土地の
さらなる集中化を生むリスクが高いと指摘している。これは、土地所有権なしに「バルディオ」を専有
し、耕作を行ってきた農民から、再び土地使用権利を剥奪することを意味する。また、エスニックグルー
プの土地を、彼らに対する事前協議という憲法が定めた規定を徹底せずに、収奪するリスクがある。さ
らに、農民に集団的耕作・管理によって土地使用権を保証する既存のメカニズム (農民保有地など )を
削除する危険性がある (Peña & Parada, 2017）。 
   以上の批判は、同法が土地利用の規制緩和となり、企業的開発による土地集中を引き起こすこ
とを示唆するものである。新土地法では「バルディオ」をアグロインダストリー企業は土地所有権の譲
渡なしに開発することが可能となる。生産性向上に必要な資本をもたない小規模農家は土地利用権を第
三者に譲渡する選択肢をとりがちになる。また、起こり得る土地利用の変化が及ぼすリスクもある。土
地利用の変化が、国内の食糧安全保障を脅かし、生態系を破壊するだけでなく、農民経済と家族農の継
続性を危うくする。
 さらに、RESO が義務付けるいくつかの条件は、脆弱な農民が土地にアクセスすることを阻む
ことになる。農民がよりどころとする生産プロジェクトに基づいて無償の土地所有の正規化を求めても、
第三者が有償による土地利用権の獲得を前提にした生産プロジェクトに対して優先されないことが多
い。生産プロジェクトベースで判断されると農民は不利になる。「バルディオ」の有償獲得に関する規
制緩和はアグロインダストリープロジェクトに有利に働く。「バルディオ」の獲得の代償には、土地単
位あたり 500 法廷最低賃金までが課される。脆弱な農民はこのような条件では土地権利をめぐる競争力
を持ちえない。現行の農地法 (Law 160/1994) では、「バルディオ」の利用には、脆弱な農民が生活条
件の向上のために資する土地利用として優先権をもつとされている。ゆえに、政府は国家が管理する「バ
ルディオ」を国家の方針に資するように回復し、経済発展の国家戦略に沿う企業的開発プロジェクトが
有利に使用できるように、同法を改革する必要があったのである。 
結びにかえて:	
土地問題と武力紛争を、グローバル資本の拡大との関係で理解する
 1960 年代の非合法武装組織の形成は当時の米州における国際環境に影響を受けたとはいえ、
脆弱な農民による土地をめぐる闘いと社会的経済的階級格差がその歴史的要因であり、これは植民地
時代の大土地集中の土地所有制度の確立に遡る。土地問題は、いわゆる排他的二大政党政治体制によっ
て実際的な解決をみないままに、土地へのアクセスをめぐるコンフリクトは一層激化していった。1990
年代までは、土地問題と武力紛争とは基本的に国内政治の構造的要因と社会経済的要素によって決定づ
けられてきた。
7  UAF はコロンビアの農業政策における家族農推進の基本的単位であった。
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 冷戦終結後、1990 年代以降は世界の権力均衡が変化し、グローバル化が急進した。この過程
は多国籍資本による新しい覇権を構築し、これがグローバル市場を支配する最大の権力となった。コロ
ンビアでは、より多元的な民主主義体制を求める機運が高まったが、新興左派政党は国政において過半
数の派閥を形成することができず、一方、左翼ゲリラはその軍事行動を正当化するだけの思想的支柱を
失い、「ナルコ・ゲリラ」に変質していった。
 グローバル化時代に入ってもなお、コロンビアでは土地所有の集中化に連携した国内武力紛争
が続行したことは、グローバル資本とその市場から便益を受ける階層の経済的利害によって明確に理解
できる。これこそがコロンビアで国内紛争が長期化した原因である。紛争がある限り、そこから経済的
利益を得る層が存在する。そしてこの循環が続く限り、戦争終結の政治的意思を鈍らせるのである。政
府は農民経済とその貧窮した状況への対応を怠り続けた。政治エリートにとっては、農村から自給的農
民経済を排除し、都市へ強制移住を余技なくされた農民に人道的支援を行うほうが、好都合であったか
らである。
 コロンビアは「紛争後」時代に突入したが、土地問題は政府が採掘主義的経済発展を推進する
限り、最も困難な課題であり続ける。停戦によって農民社会や先住民共同体は一時的な平安と日常生活
を取り戻したが、これは彼らの生業の保証には至らない。FARC の武装解除ののち、新しい「合法的」
アクターが元紛争地に関与を始めた。国内資本企業や多国籍企業が、新たな土地集積を通して輸出向け
農作物の大型栽培や、地下資源の開発に関与することで、農民の土地剥奪の新しい脅威が生まれつつあ
る。
 1991 年の新憲法制定後、土地無し農民 ( または開拓民 ) や、先住民、アフロ系コミュニティ
はその生業を保護する一定の制度的枠組みに頼ることができた。農民保留地や、第三者による開発に対
する事前協議の要請などである。FARC との和平合意で調印された政策アジェンダは、政府の使命と
して「統合的農村開発」を推進することを強調している。しかし、脆弱な農民の権利を保護する既存の
メカニズムは最近の土地に関する新しい法制度枠組みにおいてすべからく軽視され、彼らの土地アクセ
スへの権利は認められていない。反対に、新土地法案は明らかに既存の法的枠組みを、政府の開発パラ
ダイムに沿った利害、ひいてはグローバル資本の利益に沿った形に「調整」しようとしている。
  
 最後に、今後の考察課題をあげつつ本小論を締めくくることにする。
1）アグロインダストリーと農民に対する雇用創出機会としての協同組合結成の推進を謳う農業
政策は、同国の食糧安全保障を弱体化するだろう。
2）輸出向け農作物の大規模栽培プロジェクトのために「バルディオ」を集積することは、環境
破壊をさらに進め、生物多様性保護区の生態系の破壊につながるだろう。
3）現在の方針が進めば、いわゆる農民経済は早晩消滅するだろう。独自のテリトリーに基盤を
置く農民の文化的アイデンティティも消滅するだろう。彼らの経済的状況は、貨幣的価値に
おいてはある一定程度の改善をみるかもしれないが、これまで育んできた地域のテリトリー
における自治や社会的エージェンシーを確立することはもはやできなくなるだろう。
4）これらの懸念材料を前に、そして、すでに始まっている選挙キャンペーンの真っただ中にあっ
て、和平合意において約束された政策アジェンダは真摯に進められるのだろうか。
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表 2：コロンビアにおける土地所有に関する法制度と政治体制の変遷
法（制定年） 内容 政治動向（括弧内は年）
200（1936） 「土地法」占有証書による
土地所有の保護
自由党勢力と保守党勢力間の対立の中での寡頭支配。 
ロペス・プマレッホ（1934～ 38）
100（1944） 小作契約法 ロペス・プマレッホ（1942～ 45）
「ラ・ビオレンシア」（内戦）（1948～ 60年代初頭）
ロハス軍政（1953～ 57）；軍事評議会（1957～ 58）； 
「国民戦線」期（1958～ 1974）
135（1961） 農地改革法
INCORA（コロンビア農地
改革庁）設立
ジェラス・R（1966～ 70）
 
1 （1968） 官製の農民組織 ANUC（全
国農民使用者協会）促進
パストラーナ・B（1970～ 74）；「チコラル協定」（1972）
4 （1973） 接収規定の改訂
5 （1973） 農牧融資基金の設立
Dˡ 2057/1269（1976）DRI-PAN²開設 ロペス・ミケルセン（1974～ 78）
トゥルバイ（1978～ 82）
Dˡ （1982） PNR³（国家復興計画） ベタンクール（1982～ 86） 
30 （1988） DRI-PANを推進 バルコ（1986～ 90）
69 （1993） 農牧保険システム導入。 ガビリア（1990～ 94）
160 （1994） 新農地改革法（ZRC規定）サンペール（1994～ 98）
パストラーナ（1998～ 2002）
Dˡ 1292（2003） INCORA廃止
INCODER（コロンビア農
村開発庁）設立
ウリベ（2002～ 2010）　　　　
1448 （2011） 犠牲者補償・土地返還法 サントス（2010～　）
Dˡ 1850（2016） INCODER廃止、ANT（国
家土地管理庁）と農村開発
庁を新設
1776（2016） ZIDRES法
注：
1. D=デクレト（政令）。他はすべて Ley=法律。
2. 「統合的農村開発」（Desarrollo Rural Integral）および「国民食糧・栄養計画」（Plan Nacional de Alimentación y Nu-
trición）
3. Plan Nacional de Rehabilitación
出典：Arango(1988), Machado (1998), Thomson (2011), Zamosc (1986)などより筆者作成。
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